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Ⅰ Cl0 地方公設試の 経営比較指標 
一 依頼試験業務の 効率一 

0 若生 彦治 ，奥村晴一 ( 関東学院大 ) 

1 . はじめに．   
経済産業省 は ， 2004 年度新産業創造戦略の ，本性 (D l @J であ る・地域再生を 担 う 産業分野， 

の 政策課題として ， M. 域 経済を低迷から 脱出させ るた めⅡ i ) 先端的な新事業 ( バイオ，医療， 

ナ ノテクテ の育成， ( 五 ) もの づ ぐり産業の新事業展開， ( ぬ ) 地域 づ - ビス産業の革新および㎝ ， ) 

食品産業の商付加価値化の 4 課題を挙げている。 地方自治体は ，地域の産業振興を 図るため， 

研究開発に必要な 経営資源が不十分な 状況で研究開発に 取り組んでいる 地域め中。 、 企業の研 

究 開発を技 休 血から支援する 機関として地方公設Ⅰ、 某系 試験研究機関 り : 業 技術センダー -, 産 

業 技術研究所など 名称が 異                                   。 公設 試 ・ 、 略記する ) を没上， 運営し ィ   」 " 、 る "  公設拭 は、 
地域にめる偶人や 中小企業が自社単独 - で購入や維持管理できない 理化学試験分析機器および 

高度な加工機械装置を 装備，， 企業が抱えて ; 、 る技術課顎の 解決り相談， 試験分析の受託， 

機械装置の所出一時使用， 技術者の短期研修， 応 じて ; 、 る 。 全段試の利用番 の r7 割 f; ヒ 各公設 

試り 行政区域内に 在住している 企業であ る。 公設 試 の総経費 め 約 9 割は税金から 允 出き " て 

いろ。 技術支援業務の 費用対効果は ，全国的に統 - され だ " 側方法がなく ，比較不能であ る「 

投資効率・経営能力は 部外者に分か。 難 。 : 。 経営能力を高めるた 内の比較評価手段として 会 

討 ・実績 数健 で構成される 全国に適用可能な 指標式を提案， 検 正する   

一一一一 "2 . 試技業務   
公投 拭の主要業務 は ， 地域において 新製品㏄開発や 生産技術㈲改善，取り 組んでいる 中，い 

企業等。 ら 委託されろ試験分析 ( 有料 ) を公設試の職員、 が白ら行 う 受託け」Ⅰ用者か ，の 依頼 ) 試 

験 分析，                                                       内に設置し ， てあ る試験設備を 企業が - 時的に直接操作ずる 設備使用 ( 有料 )   

企業が委託する 研窄 」 ( 有料 ) および技術 相 ，を ( 肥料 ) がかる。 依頼試験業務どは ，試験分析装置 が 

無 い 又は科，技術情報・ 人材が不足している 不特定多数の 企 柴 ・個人が委託する 製品・ 材 、 料 

の試験分析結果の 証明誇を発行するサービス 業務であ る．   試験料金は． 営利活動が行えな。 

。 場 上、 条例に基づいて 政策的に安く 設定されでいる。 1 機関当り平均職員数は 60 食米，毎 

年の延べ利用件数は 表 1 「日本刀 3 大公設拭の技術支援業務実績」に 示すよ う に数千から数 

万件， その利用者の 7 割は行政区域内に 在住する中小企業・ 従業者であ る " 公設 試 の紬織は 

個々の自治体の 政策意図に従 うて 経営運営されで い る " 公設拭はサ - ビスロ標を改善・ 設定 

す るた - め， 自らの組織運営の 業績・経済的投資効率を 実績数滴・貨幣表示で 自己分析がれ え 

る 客観的共通仲の 高い比較手段 ( 指標 ) を持っていない - 財務諸表があ れば・ 経営目標㈲設定 

方法はい くっ かあ る、 しかし， 財務諸表の作成が 課せられて。 ない， 地域の産業構造・ 業種 

業態の分布山相違を 政策に結び付ける 方法がな い ，政策設定とその 成果の因果関係が 不明瞭 

であ る， 政策策定の評価が 評価者の主観・ 経験・姿煮に 大きく左右され・ る 等により， 技術 支 

授業務に適用可能な 投資効率の評価・ 分析手法はま・ だ 実用されていないようであ る " 地域の 

産業構造は多様であ る， 産 ， 業 構造の違いを 無視しては効率が 比較できな。 と考え - られている。 

産業構造、 業種業態分布などの 与件が違 う ため・ サービス業務の 費用対効果・ 組織経営能力 

は 比較困難であ ると言われている ，経営目標がどのような 経緯で形成され ，何を測定の 対象・ 
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判定基準とすべきかに 関する方法論は 定ま づ で。 ない，経営目標の 設定・経営能力の 定量的 

な肚ヒ較 測定方法が検討されでいる「 

本調査研究 は 、 試験 ザ - ビス業務の質的向上を 目指すだめの 経営能力の全国 統 - 的な 物差 しとして (/)1 。 経営比較指標 " を提案ずる。 指標化の対象 は 依頼試験 "" @ こ子しど 、 " """ 尤 き之 """""" P 耳柱 出 ， 

ば ，依頼試験業務が 各公 Ⅰ こ おし 、 て 自己責任で獲得 セさ プの ト月 土足 人の収入業務であ り，その 成 

果が 貨幣表示で公夫されていることにあ る。 

指標式の提案とぞの 検証に は 経常実態がわかる 業績・金目デ - タが不可欠であ る。 """"  アトリ 「Ⅰ U j 

機関㈲業務報告書を 見だ限りにおい 一 共 す移， ・，反 。Ⅰ ，ダを記敬                         る 業務報告 詩 ㈲数が少な 経常分析に最低限必要な 歳出額， 人件費， 試験収入実績 額 および職員数を ".' 百し刊 ヰ丑エ ; しし "7"1 v. " ア包 
@  接 『 i エ 可曳ひ ・ "  "  」 -" 川多 業務 報 ， 吾 @  bu @  ","""@  機関の報 ， -  @""  Ⅱ @ Ⅰ l Ⅱ コヒー トヨ @  ひ 一 ')  @ う ち 6  機関 "  ,  あ る， 6  機関の事 """  ぢ i-% "."  な " "."  に「 " ヰ 菩 " 式 ; 科目名 卍 ， Jo 辻 内界 (f 平日数 ) の共通性・ - 貫性・継続性が 弱 く，， ; ヲ " 二であ る " 、 透 明 性の 面力 、 ら 見て敬 巳 ヒ テ る。 指標 式め 構築と 検 " 廿止 十， @-: - … ヒ ・ 目 き宕こ " , Ⅰ・ '. 仮 " ブ るア 一 - -" ト ク ' 欽， 托ェ ・ ' ， メ ' ン ・ '. 一一一 ユ忙 Ⅰ ム d 

j 機関以外の試験 収 。 、               " 件費等はア ，ケートで調査 ( 発送年 2 通， 2.0)04. 午 ) しだ。 回答を 左旦 1, ⅠⅠ一 、 p 一 丁 4 機関 2) のうち 9  Ⅱ /l し って試験 収 " 額を明記しできた 機関 は 9 機関であ サる 

3 . 指標 式 

指標 式は ，試験収入額を 成果物 ( 被 説明変数 ), 職員数と寒公ぶ 。 Ⅰ。 呂衰旦ナ 「 "," を生産要素 : 説 ; 明 変数 ¥, 地域 

の 製造業 ダ ) 製 ，総出荷額。 卒業所総数を 需要要素 (j ぬ朗変数 ) どみなす経済関数を 用 i, 、 て 誘導 

する，提案する 指標 式は ， 試験収入額の 実績値と平均予測値の 差で表す， 予測 式は 各要素の 

試験収入額 ". の 寄ウ， 度を意味する 分配係数および 各要素の代替弾性係数 ( コス、 ト ・ l, "-" しヒト ウ @ 一 片，                         

各係数は試験収入額と 牛 産 要素， 地域の産業構造・ 業種業態分布の 相違および時系列的動態 

変化の関係 ( 寄与 痩 ) を照次元化しだのらの 平均値であ る， 試験収入額の 平均予測値は 要素 ヂ 

一タと 係数から計算する - 係数値は理論で 求められな。 ことより， 変数を回帰分析，経験的 

に 算出ずる。 要素デ   - タには、 設置主体が異なる 15 機関の 1993 ～ 9009 年度のデ - タを用 い 

る ， 平均予測値は 次の計算式で 導出する       

平均予測 値 T は， 内生的生塵要素であ る技術職員数 W, 事務職員数㎝ 二 全職員数一 W)   

人件費を除いた 資本 ス，，ク K ( 年間設備等投資額 = 歳出 -- 試験収入額一人 "ll 月 : 曹 """ ) "@ 弗材ニ白 " . """. そ " 1, 甘 一 :   
産 要素であ る地域の製品総出荷額 呂 および製造事業所総数 M の 5 要素で構成され ，ると仮定 

する， これらの 5 要素は独立変数であ る， T の成長率 A T は， コブ ニダバ   ラス型生産関数を 

用いる ど (1) 里 ; で与えられる。 

T A め X  (d( ダ x  Y り d  t 打 ¥  二 :  Ⅹ X  {d  (w  X  W" り d  t) ハ ⅣⅠ ト几 X  fd  (  c  Ⅹ 0  り dlt り C 

十めⅩ id(k Ⅹ K け dt け Ⅹ 干 てⅩ (d(s Ⅹ S. Ⅴ dt け S 十が X(d(m Ⅹ M り dt け M " 。 、 1 Ⅰ 

始は 、 各要素の分配係数 X , 几 ， め， て およびばの和であ り、 (2)   氏で与え - られる     
  アキ九十め 十 ，千川 ( 「 Ⅰ ' ) 

（ ) 式の代替弾性係数 w, c , k , s および mn の 値 および (2) 式の分配係数の 値は，設備 費 本 ク ，減価償却 費 ，試験研究費， 人員規模・構成で 異なり、 回帰分析法で 経験的に求め 
6 弾性係数および y は経済要素の 投資効率であ り， 各公設計。 おける試験業務の 経営能力 

の 相違を表す。 y 値は職員の技術水準， 設備資本ストックおよび 利用者に対する 経営能 ガで 

あ る。 経営能力の差は ， 年何であ る生産・需要要素以覚の 行政の狙い， 組織経営方針、 利用 

者への対応能力の 差に レよ Jb だらされる 収メ、 差であ る。 y 値は 経営能力以覚の 経済要素 条 

件 が同 - であ りとき試験収入額 Y の実績値が変わったときの 経営効率 ( 全要素生産性 ハに 相当 

する パ 1 ) 式は各要素の 寄与度を意味する 分配係数および 各要素 6 つ 価値均等化 ( コスト ヒヒ ) を 意 
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映 ずる代替弾性係数を 合わ " この係数値が 分かると，経済要素であ る職員数，設備等投資額 び 地域の製造業の 製品総出荷額が 異なって 」 b 全国同じ係数伯を 用いることにより、 試 

験 収入 0) 平均予測 他 が計算できる - 代替弾性係数および 分配係数の経験 値は ， 回 冊分析から 

求める収入額と 各要素との直線的な 相関関係の勾配Ⅸ 値 =(Y 一 b) ソ a) および決定係数 R' 

で 代用，ぎるとする ， 単位期間 ム t = l の平均予測 値 ， r は， (lj 式をⅠで積分ずる ( 田 式をか 一る 。寸ら事 一手 ，了 Ⅰ   

丁二 ， び XLn(y  X  =-- Y Ⅰ Ⅹ ⅩⅩ Ln(w  xWV) 十九Ⅹ LnIc  x く C)- ト の Ⅹ Lnl(k  メ 、 K) 

干てⅩ I 」 n(   s  Ⅹ S  ) 十円Ⅹ L  n(m  Ⅹ ル U  モ R く 3 Ⅰ 

D Ⅰ @ ， よ 1" Ⅱ ， L 二 1 @ "- わり。 '. ' 。 . @ 経済要素が存在しなけれ トめ ろ @ こ ;; て   B の 値は苓 

          J と、 @/ ぐ 。 平均予測 値 1 == せ Ⅹ Ln(y X 幻は : 公設試の職員数，政策投資額 ( 二人件費 干 設備 

等 投資 j, 。 の地域における 製造業の製品総出荷額および 事業所総数を 与件とし， -, て - "" ト・ 千 r @ ， ・ 十 - - "/ 、 

中 " こ平 ぷり的な経営能力があ が ，ば ， 当然挙げら 和， ると期待される 経営能力 ( 対数 ) を '" 不で   Ⅰ ヮ， ; 経 j ぎ T 一 ノノモ甲 @ ま @ 、 4) ェ Ⅰ -J ， ， ， チノ」 -  @  @  L) .  @  オ ・ l  」・ る - - 

Ⅴ 一 7 二夫 際み 収入額 - %: 平均分配係数 D;jx 、 ば 各公設拭 わ 平均試験収入夫 績額 Ⅰ 

                                                                                単性係数 礒 (@; 対数 :   

  一一 4 . 適用結果 - 
993. ㌧ 20G2 Ⅰ 巨憶 i リ ⅠⅠ 地域 (1 全県 : 政令都市 : ぬ 機関別の依頼試験収入実績 年 額、   

験 研究費，職員数。 試験設備機器購 " 年額， 各公設 試の " 政 。 域に在住する 製造業の製品 総 製造事業所総 アれエ 丈人才つき、 "  '" 。 ，む "'""  Ⅰ じ / エ ヰ してⅠ ""","  ノ ロ ・ Ⅰ @ Ⅱ コ 、 回帰分析法 よ， に 係 ｜ ， 数 ・ が づ - 9  1 代替 弾 性 係数仝 ; 分配 係 %" %.", 析出 干ザ 偵 。 - 」 : に示す，経常能力の 羊の計算結果 忘ト 下り c 「 1 ィ む の試験 菜 

務 お相対経営力れ 9933 へ                           生の屯 1  ,  1  均 ,-,  :          刀ミ @  @ ナ ,  " 九モ ," 一 Ⅰ @ ; り で、 あ ，る " Ⅰ リ ハ 圭 - 地域 2 にあ る公設 試は ，試験業務で 最高の経営能力を 発揮し と jJ 

              ，地域 2 の公設試の試験業務経営能力は ，経済要素                             / ㌔ ミ                                             るとき   辛 陶片 : な 全ミ 支 
試 の 経 " 能力に比べて 対数値で 2 ぶ 倍の試験収入を 獲得する経営能力を 有すると推定される     

地域 3 の公設 設 は， 対数 傭で一 3 Ⅱ倍の試験 収 ソ Ⅰ                   獲得でぎ な 。 ，地域 Q の公設 試 ㏄業務 

被告書は主要業務として 産学連携の コ一ヂ 。 ネ，一タ 一役や研究開発下葉の 事務局の役割を 列 

記している，地域 2 と地域 3 にあ る公設 試 " 五献の方針 は 、 それぞれ試験業務 ど 研究 コ一ヂ 

ソネ、 - @/ 一 に明 ふ が ゎ 了 @ - いる       

5 . まとめ   
試験業務の経営能力の 全国的な比較分析は ，要素デ - タが調査できる 二とが人双提にあ る     

通常規模の違・いや 地域の産業構造の 違 t, 、 lv) 無 次元化は、 全国に適用可能な 物差し・ 作 。 ㈲長竿 

の 難問であ った - 指標 弍 (,0) 式は定量化が 可能であ ることを明ボしだと 考えられる，   ・ 九 、 公 

設 試は研究開発業務を 屯 税 する姿勢を見せている ，研究開発業務の 会計デ - タは全く公開さ れていなし i 、 又は研究成果の 貨幣 表 ， K; が困難のよ う であ クコ 計 データの情報公開や 報告 形 

式 の企図統     - 化は， 公設 試 全体のサービス 業務のあ り方、 経営方針の比較分析を 可能にし、 公設 試 (7) 活躍の場。 究ノま 広大 オ L 又 ル 廿 」 つ め Ⅱ づ ， 勿 味 岡 会計情報の公開 は 企業の営業秘密情報 0) 

  保護や技術の 外部漏出，地方自治体の 白治権 の尊屯などに 対して慎重に 配慮する義務があ る。 

参考文献 : 1) 岩手県工業技術 C, 群馬県Ⅰ 業 試験場 " 神奈川県産業技術総合研。 愛知県 二 

業 技術 C 。 熊本県工業技術 C 。 宮崎県 1 業 技術 C, 幻 青森県工業総合研究 C" 宮城県 

産業技術総合 C, 茨城県   T- 菜技術 C" 栃木県産業技術 C, 埼玉県産業技術総合 C" 東京都立 

億業 技術研「 名 「片屋 市 二業研。 。 重県 科学技術振興 Cn 京都市産業技術研。 兵庫県工業技術 
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C 。 岡山県Ⅰ 業 技術 C 。 徳島県立工業技術 c: 。 福岡県工業技術 C; 。 沖縄県Ⅰ 業 技術 C 。 
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表 2 代替弾性係数と 分配係数の平均値   
  

      

  
  

  0.397 
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